
令和 年 月

令和 8 年度 令和 17 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

1,500 円 2,554 円

1,500 円 2,658 円

1,500 円 2,619 円

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法的（一部適用）

大宜味村下水道事業経営戦略

平成23年2月1日

大宜味村

特定環境保全公共下水道

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

広域化、共同化については未実施
最適化については、将来的な施設の大規模更新時期に検討予定

令和5年度 令和5年度

令和6年度 令和6年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　10㎥まで700円
　10㎥を超え30㎥まで1㎥につき80円
　30㎥を超え50㎥まで1㎥につき95円
　50㎥を超える部分1㎥につき110円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　10㎥まで1,100円
　10㎥を超え50㎥まで1㎥につき115円
　50㎥を超え200㎥まで1㎥につき140円
　200㎥を超える部分1㎥につき170円

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　10㎥まで1,100円
　10㎥を超え50㎥まで1㎥につき115円
　50㎥を超え200㎥まで1㎥につき140円
　200㎥を超える部分1㎥につき170円

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施する
施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和4年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和4年度

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

15.5人（haあたり）

１処理場（大宜味浄化センター）

無

処 理 区 数 1処理区（塩屋処理区）



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　水洗化率100%を達成し、施設利用率も全国平均と比較して高い状況にある一方、経費回収率は全国平均を大幅に下回る状況にあり、一般
会計からの繰り入れにより経営を維持している厳しい状況である。

職 員 数

　建設環境課（８名）
　　課長（１名）
　　　建設係　　　　－　係長（１名）　－　係員（1名）
　　　道路係　　　　－　係長（1名）　－　係員（1名）
　　　環境水道係　－　係長（１名）　－　係員（２名　※うち特定環境保全公共下水道事業担当１名（兼務））

　建設環境課環境水道係は係長を含め３名で構成され、特定環境保全公共下水道事業、簡易水道事業の他、
赤土対策事業等を行っている。

　該当なし

　該当なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

処理区域内人口の予測

　計画人口（250人）に対し、令和6年度末時点の処理人口は279人となっており、今後、大幅な人口は見込めない状況にある。

有収水量の予測

　有収水量について、本下水道区域における下水道への接続率は100%であり、令和6年度における有収率が92%である。
　下水道区域内における開発計画の進捗状況によっては有収量は増となると予測されるが、現在の所大幅な増加は見込めない状況である。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　該当なし

　該当なし

 イ　指定管理者制度

　維持管理・水質検査・汚泥運搬処理業務

民 間 活 用 の 状 況



（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

100%以上

↗

↘

↗

100%

47.00

％ 100.00 100.00 100.00

R6
現状値

R12
目標値

R17
目標値

円 819.89 819.00 817.5

％ 43.33 45.00

17.0015.5014.46％

使用料収入の見通し

　使用料収入については、大幅な増額は見込めない状況であるが、公営企業の経営は原則独立採算制であることを踏まえ、
使用料の改訂見直しの検討も必要である。

施設の見通し

　共用開始から１４年が経過し、機械設備等の老朽化に伴い、今後優先順位をつけ定期的な修繕が必要であると考える。

組織の見通し

　現在の組織体制については、建設環境課内で一般業務と兼務で最小人員で業務を賄っていることから引き続き、現在の組織体制を維持して
いく。

指標名

経常収支比率

経費回収率

汚水処理原価

施設利用率

水洗化率

関
　
連
　
指
　
標

達成
基準

　世界自然遺産地域として、環境を維持するため、結の浜地域の水質保全を行い安全で快適な村民生活を実現するため、
財政健全化を図り事業の持続性と安定性を高める。

経営目標

％ 101.03 101.00 101.00

単位



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

目 標

　使用料収入の確保に努めるため、計画期間を通して水洗化率100%を維持することを目指す。
　また、使用料金の徴収を強化し財源の確保に努める。
　なお、使用料収入では必要な経費を賄えないことから、一般会計から繰入を行うこととする。

目 標

R９年度以降、以下の考え方に基づき計上した。

・使用料の見通し
現在、計画人口にほぼ達していることから、R６の決算額を計上した。

・繰り入れ金に関する事項
基準内繰り入れとして企業債元利償還金、基準内繰入として維持管理（高度処理費等）に要する経費分を計上した。

R９年度以降、以下の考え方に基づき計上

・営業費用に関する事項
営業費用の大部分を占める委託費が年々増加傾向にあること、また、修繕費の増加が見込まれることから、R６年度決算額をベースに毎年度３％上昇を見込む

・営業外費用に関する事項
支払利益について、企業債元利債償還計画に基づき計上

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　本計画において、施設の建設改良に係る投資は予定していない



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
該当なし

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 該当なし

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

本経営戦略は５年毎に検討を行い、効率的に事業推進すべき適宜計画改定を行う。

職員給与費に関する事項 兼務のため、特定環境保全下水道事業には職員給与費を計上しない。

動力費に関する事項 施設設備の合理化による動力費の低減を検討する。

修繕費に関する事項 適時施設の修繕を行い長寿命化を図ることでトータルコストの低減に努める。

委託費に関する事項 委託できる業務については、既に委託しているため、引き続きこれからの業務について委託を継続してい
く。

その他の取組 R６年度から公営企業会計に移行しているため、研修等に参加し、必要な知識の習得に努める。

薬品費に関する事項 該当なし

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解
消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

下水道事業を行う近隣市町村との距離が大きく、ハードの広域化が難しいことから、ソフト面での広域化・共
同化を検討する。また、最適化の観点から、施設の大規模更新の時期に、合併浄化槽への移行も検討す
る。

広域化・共同化・最適化に関する事項

該当なし

同規模市町村等を参考にし、R１７年度までに料金改定の検討を行う。使用料の見直しに関する事項

該当なしその他の取組

該当なし
民間活力の活用に関する事項

（PPP/PFIなど）

本計画間において、施設の建設改良費に係る投資は予定していない。投資の平準化に関する事項



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057
(1) 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057
(2) (B)
(3)

２． 54,273 51,858 46,606 38,998 37,884 38,811 39,930 41,084 42,247 42,584 42,748 43,795
(1) 30,519 47,986 42,618 34,890 33,654 34,453 35,442 36,461 37,485 37,679 37,696 38,592

30,519 47,986 42,618 34,890 33,654 34,453 35,442 36,461 37,485 37,679 37,696 38,592

(2) 19,995 19,995 19,995 19,995 19,995 19,995 19,995 19,995 19,995 19,995 19,995 19,995
(3) 3,759 3,872 3,988 4,108 4,231 4,358 4,488 4,623 4,762 4,905 5,052 5,203

(C) 59,330 56,915 51,663 44,055 42,941 43,868 44,987 46,141 47,304 47,641 47,805 48,852
１． 52,190 53,043 47,675 39,947 38,711 39,510 40,499 41,518 42,542 42,736 42,753 43,649
(1)

(2) 28,441 29,294 30,173 31,078 32,011 32,971 33,960 34,979 36,028 37,109 38,222 39,369

7,930 8,168 8,413 8,665 8,925 9,193 9,469 9,753 10,045 10,347 10,657 10,977

20,511 21,126 21,760 22,413 23,085 23,778 24,491 25,226 25,983 26,762 27,565 28,392
(3) 23,749 23,749 17,502 8,869 6,700 6,539 6,539 6,539 6,514 5,627 4,531 4,280

２． 3,610 3,696 3,724 3,740 3,751 3,764 3,779 3,798 3,816 3,769 3,817 3,873
(1) 954 960 906 838 762 685 608 531 451 304 248 196
(2) 2,656 2,736 2,818 2,902 2,989 3,079 3,171 3,267 3,365 3,465 3,569 3,677

(D) 55,800 56,739 51,399 43,688 42,462 43,274 44,278 45,315 46,358 46,506 46,571 47,522
(E) 3,530 176 264 367 479 594 709 826 946 1,135 1,234 1,331
(F) 1,103
(G) 3 3 3 3 3 3 4 4 4
(H) 1,103 △ 3 △ 3 △ 3 △ 3 △ 3 △ 3 △ 4 △ 4 △ 4

4,633 173 261 364 476 590 706 822 943 1,131 1,234 1,331
(I)
(J) 29,466 29,642 29,906 30,274 30,753 31,347 32,056 32,881 33,827 34,963 36,197 37,528

759 500 500 500 500 500 500 500 500 500 500 500

(K) 3,600 3,900 4,500

3,600 3,900 4,500

( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057 5,057

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

R9 R14 R15 R16 R17R10 R11 R12 R13

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１．

２．

３． 3,754 3,600 5,481 5,925 5,970 5,927 5,702 5,566 5,264 4,839 3,052 2,627

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A) 3,754 3,600 5,481 5,925 5,970 5,927 5,702 5,566 5,264 4,839 3,052 2,627

(B)

(C) 3,754 3,600 5,481 5,925 5,970 5,927 5,702 5,566 5,264 4,839 3,052 2,627

１．

２． 3,082 3,600 5,481 5,925 5,970 5,927 5,702 5,566 5,264 4,839 3,052 2,627

３．

４．

５．

(D) 3,082 3,600 5,481 5,925 5,970 5,927 5,702 5,566 5,264 4,839 3,052 2,627

(E) △ 672

１．

２．

３．

４．

(F)

△ 672

(G)

(H)

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

30,519 47,996 42,627 34,890 33,654 34,453 35,442 36,461 37,485 37,679 37,696 38,592

269 443 393 315 304 311 320 329 338 340 340 348

30,250 47,553 42,233 34,575 33,350 34,142 35,122 36,132 37,147 37,339 37,356 38,244

3,754 3,600 5,481 5,925 5,970 5,927 5,702 5,566 5,264 4,839 3,052 2,627

3,754 3,600 5,481 5,925 5,970 5,927 5,702 5,566 5,264 4,839 3,052 2,627

34,273 51,596 48,108 40,815 39,624 40,380 41,144 42,027 42,749 42,518 40,748 41,219

R17

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

R10 R11 R12 R13 R14 R15R9本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

R16

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

R14 R15 R16

他 会 計 負 担 金

R17

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 R9 R10 R11 R12 R13


